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第４章 総 括 

 

第１節 研修成果を活用する際の留意事項 

１－１ 企業側への普及活動と段階別相談支援 

はじめに、企業の経営者層に対して【巻末資料２】「ＯＪＴ推進プロセス広報

ツール（パンフレット）」を用いて、取組み全体像の説明を行う。 

企業側が「ＯＪＴ推進プロセス」の取組みに負担を感じたり、説明だけでは理

解できない、使い物になるか試したいといった場合には、図２－３「再整理した

ＯＪＴ推進プロセスの全体像」のＳＴＥＰ１～ＳＴＥＰ２①・②まで試行しても

らうことが有効である。これにより、現場の仕事が「見える化」され、従業員個

人に宿っている保有スキルが明らかになる。この「見える化」された結果から、

企業自身が問題・課題に気づき、人材育成の具体的な取組み方法を見いだすこと

ができる。 

企業が必要性を認識し本格的な取組みに至ったときには、職業訓練指導員によ

る相談支援が必要である。図４－１「中長期的な『ＯＪＴ推進プロセス』の導入

と支援関係」のように、「ＯＪＴ推進プロセス」の取組み初期段階は、職業訓練指

導員主導で進めつつ企業側の指導者（将来の指導者）も同時に養成し、主体を徐々

に企業側へ移行する。取組み中期には、職業訓練指導員はサポート役として企業

側の気づきを誘発・促進する。また、タイミングを見計らい次のＳＴＥＰへ誘導

したり、支援ツール（帳票）の追加提示するなど企業側の自発的な活動を後押し

する役割に移行する。そして、従業員自らが自主的に取組み「ＯＪＴ推進プロセ

ス」を自社流に吸収することによって、企業組織としての人材育成能力が強化さ

れ自立した人材育成風土が醸成される。 
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短期的・中長期的人材育成支援
現場の能力体系から全社の能力体系へ

事業所・工場

全社展開

継続推進活動

自立・企業風土の醸成

事業部門

本格的導入

（１０数名規模）

試行プロジェクト開始

班・課（数名規模）
対象範囲（規模）

継続的友好関係中立補助的な役割

人材育成担当者への自律支
援

現場への継続的支援

※徐々に企業の自立を促す

主導的役割

ＯＪＴ推進プロセスの適用・支
援・気づきの誘導

（ノウハウの伝承による人材
育成担当者を養成するＯＪＴ）

各種事業説明会で啓発

経営幹部への啓発・提案

短期的に見える成果を提示

デュアル、実践型人材養成
システムなど企業実習取組
み企業などへ個別訪問

職業訓練指導員等

※実際の展開には、課長、
企画員、指導員などの構成
によるチーム対応が必要

対象職域の拡大やツールの
拡充による現場の職業能力
体系が完成

標準作業書から指導書への
発展

ＯＪＴリーダーとして企業風土
と根付くまで継続的改善・推
進

「気づき」によるツールの改
善・追加

技能伝承への拡大

ＯＪＴ推進プロセスの導入

具体的な成果の出力

現場適用に向けた改善

量産・組立工程など比較的
職務分析が容易と思われる
現場を対象とする。

役職にこだわらず部下の面
倒を見る立場の者

現場のＯＪＴ指導者

（リーダー、主任、職長な
ど）

社内人材育成コンサルタント
として自立、専任化

他事業所などへ全社展開

試行成果の上層部への報告

全社展開を想定した自社流
ＯＪＴプロセスを確立

能力開発推進者の選任

推進プロセスのレビュー

自社適用を想定したＯＪＴ推
進プロセスの吸収

試行の客観的な評価

そもそも役割を担う者が存
在しない

将来の人材育成担当者へ
の成長を期待

人材育成担当者

（能力開発推進者）

全社への継続的なコミットメン
ト

社長の右腕

従業員への継続的なコミット
メント

インセンティブなど推進支援

フォローアップ

インセンティブなど推進支援

ＯＪＴの必要性は痛感してい
る

実行に移す術を知らない

推進する従業員がいない

理解と従業員へのコミットメ
ント

経営幹部

（社長、総務部長、
工場長など）

③中長期目標

全社展開

（２、３年～）

②中期目標

自社適用の確立

（～２、３年）

①短期目標

試行・導入段階

（６ヶ月～１年程度）

アプローチ

営業・啓発・提案

取組み規模

100~150人程度が導入
効果が高い

事業所・工場

全社展開

継続推進活動

自立・企業風土の醸成

事業部門

本格的導入

（１０数名規模）

試行プロジェクト開始

班・課（数名規模）
対象範囲（規模）

継続的友好関係中立補助的な役割

人材育成担当者への自律支
援

現場への継続的支援

※徐々に企業の自立を促す

主導的役割

ＯＪＴ推進プロセスの適用・支
援・気づきの誘導

（ノウハウの伝承による人材
育成担当者を養成するＯＪＴ）

各種事業説明会で啓発

経営幹部への啓発・提案

短期的に見える成果を提示

デュアル、実践型人材養成
システムなど企業実習取組
み企業などへ個別訪問

職業訓練指導員等

※実際の展開には、課長、
企画員、指導員などの構成
によるチーム対応が必要

対象職域の拡大やツールの
拡充による現場の職業能力
体系が完成

標準作業書から指導書への
発展

ＯＪＴリーダーとして企業風土
と根付くまで継続的改善・推
進

「気づき」によるツールの改
善・追加

技能伝承への拡大

ＯＪＴ推進プロセスの導入

具体的な成果の出力

現場適用に向けた改善

量産・組立工程など比較的
職務分析が容易と思われる
現場を対象とする。

役職にこだわらず部下の面
倒を見る立場の者

現場のＯＪＴ指導者

（リーダー、主任、職長な
ど）

社内人材育成コンサルタント
として自立、専任化

他事業所などへ全社展開

試行成果の上層部への報告

全社展開を想定した自社流
ＯＪＴプロセスを確立

能力開発推進者の選任

推進プロセスのレビュー

自社適用を想定したＯＪＴ推
進プロセスの吸収

試行の客観的な評価

そもそも役割を担う者が存
在しない

将来の人材育成担当者へ
の成長を期待

人材育成担当者

（能力開発推進者）

全社への継続的なコミットメン
ト

社長の右腕

従業員への継続的なコミット
メント

インセンティブなど推進支援

フォローアップ

インセンティブなど推進支援

ＯＪＴの必要性は痛感してい
る

実行に移す術を知らない

推進する従業員がいない

理解と従業員へのコミットメ
ント

経営幹部

（社長、総務部長、
工場長など）

③中長期目標

全社展開

（２、３年～）

②中期目標

自社適用の確立

（～２、３年）

①短期目標

試行・導入段階

（６ヶ月～１年程度）

アプローチ

営業・啓発・提案

取組み規模

100~150人程度が導入
効果が高い

⻑期的な目標
企業に対して計画的OJTの具
体的⽅法を⽀援するとともに
能⼒開発推進者に相当する⼈
材を育成する

 

図４－１ 中長期的な「ＯＪＴ推進プロセス」の導入と支援関係 

 

１－２ 職業訓練指導員による「ＯＪＴ推進プロセス」の移転支援 

職業訓練指導員の役割は、企業の抱えている課題「教え方がわからない」、「何

を教えればよいかわからない」、「ＯＪＴが継続しない」などの人的問題を解決す

るための手法や仕組みを移転・伝承することである。 

専門技術に対する問題解決などは、現場で働いている者が一番のプロであり、

専門的技術的事項に関する問題の解決の援助には限界がある。現場の問題解決は、

「ＯＪＴ推進プロセス」の仕組みを移転・伝承しながら各ＳＴＥＰを進めていく

課程や支援ツールを活用したＱＣ活動の中で、従業員自身によって解決されるこ

とが望ましく、従業員自身の問題解決能力の向上につながるものである。 

 

１－３ ファシリテータとしての役割、部分適用・カスタマイズの支援 

職業訓練指導員の目標は、企業の人材育成能力の自立を促進するために「ＯＪ

Ｔ推進プロセス」を対象企業に移転・伝承することである。そのためには、「ＯＪ

Ｔ推進プロセス」の全体把握、各種支援ツールの役割、企業活動の実態などを理

解して、ケースバイケースで相手企業にあわせた進行、支援ツール（帳票）のカ
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スタマイズや従業員に対する課題の提示などで従業員が主体となって実施するこ

とができるよう導くことが重要である。 

また、企業の機密事項に及ぶ内容には、職業訓練指導員が踏み込むことが好ま

しくないことなど様々な制約があるため、企業自ら「ＯＪＴ推進プロセス」を吸

収し適用することが望ましい。 

 

第２節 研修プログラム立案上の留意点 

２－１ 研修の時間配分や構成 

今回、実施・検証した研修では、講師からは３日間では難しい、４日間以上欲

しいというご意見もあった。しかしながら、受講後アンケートでは、適当である

という回答が１００％であった。この要因は、受講者がベテラン職業訓練指導員

だったため作業手順書（標準作業指導書）作成実習に重きをおいて、作業手順書

（標準作業指導書）を使用した実技指導実習は簡略化するなど理解度に応じ柔軟

に実施したことが大きかった。 

研修計画の立案にあたっては、受講者の能力や研修効果を考慮し、４～５日程

度の期間で設定することも検討が必要である。 

２－２ カリキュラム内容の調整及び援助体制 

経験の浅い職業訓練指導員の場合、企業の人材育成等の実態や人材育成の目的

などの知識について拡充したカリキュラムを編成する必要がある。 

企業の実態については、講師の企業指導経験談やグループディスカッションで

情報交換を行うことで、ある程度フォローアップすることができるが、実際の企

業支援にあたっては複数等の組織的体制で行うことが重要である。また、職業訓

練指導員は企業から教えてもらうという姿勢で企業側担当者と一緒に考えながら

お付き合いし、Ｗｉｎ－Ｗｉｎの関係の構築により、互いに成長する気持ちで援

助することが大切である。 

２－３ 提示する典型課題 

研修の効果を高めるためには、即実践へ移転できる具体的な課題を取り上げる

ことが望ましいが、受講者の専門分野を限定しない場合は、汎用的な課題で研修

を実施することになる。「ＯＪＴ推進プロセス」という仕組みに対して、自社で使

えると思ってもらえれば研修効果があったことになる。研修後の受講者アンケー

トのフォローアップや企業からの引き合いに応じて、職業訓練指導員等が相談支

援を行い、企業内の人材育成の課題解決に向けた取組みへと発展する。 
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第３節 今後の展望・展開方法の提案 

 ３－１ 公共職業能力開発機関としての展開 

（１）企業実習（ＯＪＴ）を組み合わせた職業訓練での活用 

実践型人材養成システムや日本版デュアルシステムなど、企業実習（ＯＪＴ）

と教育機関等でのｏｆｆ―ＪＴを組み合わせた職業訓練では、受け入れ企業側が

ＯＪＴを含めた教育訓練計画を策定する必要がある。この教育訓練計画の策定や

ｏｆｆ－ＪＴの受け入れなどを相談・支援する当機構等の関係機関は、本報告書

の「ＯＪＴ推進プロセス」を活用して、教育訓練計画を策定できる。 

また、職業訓練実施後の評価にも活用ができる。 

（２）事業主団体等との共同事業 

人材育成研究会などに取り組む業種団体などでは、従業員の専門スキル向上面

において、ＯＪＴに関する課題も共通する点が多い。 

異業種の企業が参加する研究会では、始めに取り上げる課題は共通する題材

（第３章の自動車のタイヤ交換など）に設定する必要があるが、「ＯＪＴ推進プロ

セス」の概略を理解してもらい、試行したいという希望があれば個別に相談支援

を行うことができる。更に、１社の取組みが事業主団体全体の取組みに発展する

ことも期待できる。 

３－２ 企業等への啓発活動 

助成金説明会や企業実習（ＯＪＴ）を併用した職業訓練の説明会などで、ＯＪ

Ｔの進め方（教育訓練計画）について【巻末資料２】を活用して、具体的な手法

を説明し、その後、個別に相談に応じていくことができる。 
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①現場の問題・課題

②人材育成実施に際する障害

③人材育成（ＯＪＴ）が機能しない原因

何を教えて良いか
わからない

教え方が
わからない

継続しない
評価方法が
わからない

仕事がみえない
標準作業が不明確

従業員のスキルを
把握していない

指導方法の標準がない

コンサルタント任せ 将来像や目標が不明確

技能・技術伝承

新規作業者への早期習得

カイゼン活動・小集団活動

ムダの無い効率的な指導計画

指導者と部下のコミュニケーショ
ン向上・意思疎通

多能工化→欠員作業への対応

企業風土の変革
（学習・成長する組織）

作業品質の維持・向上
（不良率・生産コストの改善）

教える人によって
ムラがある

 

図４－２ 企業の抱える人材育成に関する問題点 

 

また、はじめて説明する企業に対しては、【巻末資料２】に含まれる図４－２

「企業の抱える人材育成に関する問題点」を使用し、人の成長が生産性の向上、

生産現場の改善や問題解決、コミュニケーションの活性化など様々な波及効果が

あることを説明し、「ＯＪＴ推進プロセス」が、従業員個人の保有スキルを把握し、

補うことにより技能・技術の底上げができ、生産性の向上だけでなく、作業の安

全・改善にもつながり、企業並び従業員の効果に理解が深まることが期待できる。 

３－３ 「ＯＪＴ推進プロセス」の活用・応用のヒント 

（１）典型課題の拡充 

クドバスチャート作成実習や作業手順書（標準作業指導書）作成実習につい

ては、受講者の専門分野に応じて対象作業を変えることにより対応が可能であ

る。例えば、「フライス盤のバイス芯出し」、「金型交換作業」、「ねじ切り」、「タ

ップたて」など感覚技能的なカン・コツを伴う作業などを題材に、ビデオ及び
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写真を整備し典型課題を追加することもできる。 

資料として、能力開発研究センター編集（社）雇用問題研究会より販売され

ている厚生労働省認定の各種実技教科書が参考となる。 

（２）中小企業の人材育成支援 

（独）雇用・能力開発機構では、能力開発に関する相談支援は、レディメイ

ドのｏｆｆ－ＪＴによる支援だけでなく、企業・事業主団体からのオーダーメ

イドによるｏｆｆ－ＪＴなど積極的に展開している。 

更に、企業の人材育成の柱であるＯＪＴ支援を含めることにより、総合的な

能力開発支援へ発展させることができ、人材育成の専門家がいない中小企業に

とっては、人材育成の基盤づくりの大きな機会となる。 

（３）高度熟練技能の伝承について 

「ＯＪＴ推進プロセス」を高度熟練技能者の仕事・作業を対象として運用す

ることにより、高度熟練技能を形式知化することができる。暗黙知や経験知の

要素が多いため高度熟練技能者本人も含めて聞き取り調査や、高度熟練技能者

の作業をビデオで記録し、そのビデオを一緒に見ながらカン・コツを聞き取り

するなどの工夫が必要となる。 

対象となる仕事・作業が高度熟練技能になっただけであり、運用上の工夫は

必要となるが「ＯＪＴ推進プロセス」は同じである。 
★【参考資料】能力開発研究センター調査研究報告書 No.120「高度熟練技能者の作業分析とデジタル化（溶

接作業編）」、同 No.121「高度熟練技能者の作業分析とデジタル化（板金作業編）」 

（４）品質マネジメントシステム（ＩＳＯ９０００シリーズ）との親和性 

「ＯＪＴ推進プロセス」で提案している各支援ツール（帳票）については、

ＩＳＯ９００１の要求事項（下記参考）との親和性も高い。既にＩＳＯ認証取

得・更新において整備されている資料に少し手を加えることにより、「ＯＪＴ推

進プロセス」の支援ツールにも転用することができる。 

 

【参考】ＩＳＯ９００１：２０００の要求事項（抜粋） 

６．２ 人的資源 

６．２．１ 一般 

製品品質に影響がある仕事に従事する要員は、関連する教育、訓練、技能及び経験

を判断の根拠として力量があること。 

６．２．２ 力量、認識及び教育、訓練 

組織は、次の事項を実施すること。 

ａ）製品品質に影響がある仕事に従事する要員に必要な力量を明確にする。 

ｂ）必要な力量が持てるように教育・訓練し、または他の処置をとる。 

ｃ）教育・訓練又は他の処置の有効性を評価する。 

ｄ）組織の要員が、自らの活動のもつ意味と重要性を認識し、品質目標の達成

に向けて自らどの様に貢献できるか認識することを確実にする。 

ｅ）教育、訓練、技能及び経験について該当する記録を維持する。 
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（２）株式会社ＰＡＳＣ（久米篤憲氏） http://www.kume-pasc.com/ 
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